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１ 人件費とは（平成２６年度決算の状況） 

給料 

95億8,300万円 

職員手当 

61億2,300万円 

共済費 

30億1,100万円 

特別職や議員， 

非常勤特別職の 

給与・報酬 

9億7,400万円 
退職手当 

27億4,500万円 

総額224億3,600万円 

※平成２６年度普通会計ベース 

 職員人件費＝給料＋職員手当＋共済費（＋退職手当） 
 
              給与 
 このほか，「特別職の給与」，「議員報酬」，「非常勤特別職の報酬」がある。 
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２ 職員人件費の推移（H22～H26年度） 

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 

197億7,100万円  

193億3,800円  

189億9,300万円  

186億8,100万円  187億1,700万円  

人事院勧告に準拠した給与のマイナス改定，給与制度の見直し，職員の年
齢構成の若返りなどにより，５年間の職員人件費は約10億5,400万円減（退
職手当を除く） 

▲10億5,400万円 

※普通会計ベース，退職手当を除く。 

百万円 
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３ 職員の年間平均給与額 

688万円  

670万円  

664万円  

659万円  
658万円  

640

650

660

670

680

690

700

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 

▲30万円 

人事院勧告に準拠した給与のマイナス改定，給与制度の見直し，職員の年
齢構成の若返りなどにより，５年間の職員平均給与額は約30万円の減 

※普通会計ベース，退職手当を除く。 

万円 
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４ 職員の給与明細モデルケースと他団体との比較 

※平成２６年１２月１日号広報より抜粋 
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区分 柏市 松戸市 船橋市 中核市平均 千葉県 特別区 

平均給与（月額） 423,258円 430,365円 444,878円 412,561円 424,045円 442,185円 

平均給与（年額） 659万円 666万円 629万円 620万円 676万円 689万円 

ラスパイレス指数 101.8 103.4 101.2 99.9 101.3 99.7 

平均年齢 42.6歳 41.1歳 41.2歳 41.9歳 42.8歳 42.3歳 

◆他団体との比較 

※平成２６年度人事給与等の公表データ（平均給与（月額），ラスパイレス指数，平均年齢は平成 
 ２６年４月現在，平均給与（年額）は平成２５年度決算（普通会計ベース）） 



５ 職員人件費の主な増減内容と内訳（過去５年間） 
区       分 内                容 決算額・増減額 

平成２２年度決算額① 197億7,100万円 

平成２６年度決算額② 187億1,700万円 

比較（②ｰ①） ▲10億5,400万円 

増減額の 
 
 
 
内訳 

定員の 
 
適正化 

【H22】定員削減（▲9人） ▲3,400万円 

【H23】定員削減（▲28人） ▲1億900万円 

【H24】定員削減（▲17人） ▲6,500万円 

【H25】定員削減（▲15人） ▲5,900万円 

【H26】定員増（2人） 900万円 

小      計 ▲2億5,800万円 

給与改定 

【H22】給与改定（期末勤勉手当▲0.2月など） ▲2億5,000万円 

【H23】給与改定（給料表▲0.2％など） ▲1,500万円 

【H26】給与改定（給料表+0.3％，期末勤勉手当+0.1月など） 2億2,800万円 

小      計 ▲3,700万円 

諸手当・ 
昇給の 
見直し 

【H23～H26】地域手当支給割合の引き下げ（4年間で▲2％） ▲3億2,000万円 

【H25～】55歳以上（技能労務職は57歳以上）職員の昇給停止 ▲1,300万円 

小      計 ▲3億3,300万円 

その他 

【H25～】人事・給与制度の見直し（給料表高位部分の削除，制度昇格年数の延伸） ▲1,100万円 

職員年齢構成の若返りなど ▲4億1,500万円 

小      計 ▲4億2,600万円 

※普通会計ベースを基本とする。退職手当を除く。 5 



６ 職員年齢構成の若返り（H22とH26の比較） 
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５年前の構成比 
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平成２２年度と平成２６年度を比較すると，４０歳代後半から50歳代の職員の
割合が下がり，20歳代の職員の割合が上がっている。 



７-１ 人事・給与制度の見直し（H25～） 

【見直しの目的】 

  職責と処遇に関する構造的な問題を解決する。 

 

【具体的な問題点とその原因】 

 ・５級の給与水準が高止まり 

  （給料表が93号まであり，各号給の給料額も高い） 

 ・主に５級と６級の間で生じている職責と給与の逆転 

  （５級と６級の給料差が小さい） 

 ・５級職員が全体の1/3を占める 

  （年齢構成と昇格制度に起因） 
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７-２ 人事・給与制度の見直し（H25～） 

244,300 261,900

215,600

161,600

135,600

366,600
320,600

363,700
325,500

317,400 289,200

413,000
422,200

379,500
366,200

467,800
464,600

441,400
431,800

７級 ８級 ９級

543,100

486,000

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

△9,600

△2,900

△8,100

 【見直しの内容】 

 ○５級（２・３級）の給与水準の引き下げ 

 ○昇格制度の見直し 

 

8 ※見直し時（平成２５年度）の給料月額 



７-３ 人事・給与制度の見直し（H25～） 
給料表の見直し，制度昇格年数の見直しにより，生涯賃金額は約８８１万円の減 
（※平成２５年度給与制度での試算額） 

◆年収比較 

制度昇格年数の
延伸による影響 
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８ 退職手当の見直し 

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 

28億 

9,200万円  

29億 

6,900万円  
24億 

7,200万円  

27億 

4,500万円  

32億 

6,400万円 △1億 

4,000万円 

△3億 

3,700万円 

△5億 

9,000万円 
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・退職手当の官民較差（約４００万円）を是正するため，平成２５年度から３ヵ年 
 で支給割合を約１６．３％引き下げ。 
 （最高支給割合）             平成２５年度：５５．８６月（▲約5.8％） 
 平成２４年度まで：５９．２８月     平成２６年度：５２．４４月（▲約11.5％） 
                        平成２７年度から：４９．５９月（▲約16.3％） 

百万円 

※H27年度は予算ベース 



９-１ その他の見直し 
   （H27以降に削減効果が現れるもの） 

①給与制度の総合的見直し（H27～） 

 【内容】  

 ・給料表水準を平均２％（最大４％引き下げ） 

 ・平成２７年度から実施。 

 ・ただし，激変緩和のため，平成２９年度までの３年間は経過 

  措置として平成２７年３月３１日現在の給料月額を保障 

【影響額】 

・▲３億２００万円（制度完成時） ※普通会計ベース 

・給料月額の最大削減額 ▲１７，５００円（▲４％） 
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９-２ その他の見直し 
   （H27以降に削減効果が現れるもの） 
②住居手当（持家分）の廃止（H28～） 

 【内容】  

 ・持家に係る住居手当（月額８，０００円）の廃止 

 ・平成２８年度から実施。ただし，下記の経過措置を設ける。 

   平成２８年度：月額６，０００円 

   平成２９年度：月額３，０００円 

   平成３０年度～：廃止 

 【影響額】  

 ・▲１億１，８００万円（制度完成時） 

   平成２８年度：▲２，８００万円 

   平成２９年度：▲６，７００万円 
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９-３ その他の見直し 
 （企業会計からの退職手当の負担金） 

 【企業会計退職手当負担金額の算出方法】 
 退職手当額×企業会計在職期間／全在職期間×３０％（H12～H25） 
 
                                １００％（H26～） 

千円 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 

2,390万円  2,420万円  

3,180万円 
2,710万円 

2,410万円 

（30％分） 

5,620万円 

（見直しによる増分） 
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8,030万円 



１０ 今後の職員人件費の見込（推計） 

人事・給与制度の見直し，給与制度の総合的見直し，職員年齢構成の若返
り等により，今後５年間の推計では，引き続き職員人件費は逓減すると見込
んでいる。 

※普通会計ベース，退職手当を除く。 

百万円 

180億円  

176億円  

173億円  

171億円  

170億円  

16,400

16,600

16,800

17,000

17,200

17,400

17,600

17,800

18,000

18,200

H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 
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